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付 加 価 値 生 産 性 に お け る

棚卸 し高の重要 性につ いて

水 野 孝

（放送大学非常勤講師）

Ｉ 付加価 値生産 性の意義

企業が存在する社会 的意 義は、 そ の企業が社会に
なん らかの貢献を して いる こと であ る。 生

産 会 社 に し ろ、 サ ー
ビ ス 会 社 に し ろ、 そ の 会 社 が 国 民 の 生 活 に 対 し、 利 便 を 与 え て い る こ と に

存在意義があるの であ る。 そ して
企業が投入と産出の差 （産出＞投入） と して 得た もの を資本

の提供者たる株主 への 「配 当」、 公共的サー
ビスを与え てく れた国家に対する 「税金」、 労働 を

提供 した従業員に対す る 「給与」・ 経営の功績に対する 「役 員賞与」・ 企業自身の発展の ための

「社内留保」 に分配される。 このような関係が存在する限り、 企業は社会的な存在意義を認 め

ら れ、 存 続 し 発 展 す る の で あ る。

ＩＩ 付加価値の計算方法

付加価値の計算方法 は二 種あ る。 「加算法」 と 「減算法」 である。 加算法は次 ぎの算式で表

さ れ る。

付加価値＝当期利益十人件 費十 金融費用 十租税公課十賃借料十減価償却費

ただし、 賃借料について は、 減価 償却 費がか
なりの部分を占めていると して、 付加価値に含

めてあるが、 前給付と して含
めない 考え もあ る。 減価償却費についてはその計上額の多寡が利

益に影響を及ぼすので利益留保 と考え付 加価値に含めている。

日本銀行の 「主要企業経営分 析」、 三菱総合研究所の 「企業経営の 分析」、 中小企業庁の 「中

小企業の経営分析」 で は、 減価償却 費、 賃借 料共に付加価値構成科目に含められている。 日本

経済新聞社の 「日経経営指標」・ 通商産業省の 「わが国企業の経営分析」 で は、 減価償却費を

付加価値構成項目に含めているが、 賃借料 は、 前給付原価にしている。 大蔵省の 「法人企業統

計年報」 は、 これ
とは反対に賃借料を付加価 値としているが、 減価償却費はこれ

から除外 して

いる。 日本生産性本部の 「付加価値分析」 で は両 者とも付加価値に含めないで前給付原価と し
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て い る。 こ の よ う に 権 威 あ る 資 料 の 中 で も、 付 加 価 値 の 範
囲 に つ い て、 い く つ か の 違 い が あ り

統一されていない。 特に減価 償却 費をどう取り扱う
か は、
大きな 問題である。 今後これらの調

査機関のあ いだで付加 価値の範囲 につ いて早急 な調整統一 が待たれる ところである。（下野武

司、 島
崎 豊 彦、 島 崎 規 子 著 「経 営 分 析」 ｐｐｌ１８３，１８４）

次 ぎ に 控 除 法 で あ る が、 次 ぎ の 算 式 に よ る。

付加価値： 総生 産高（営業収益）一前給付原価（財サー ビスの購入原 価）

控除 法で は、 付加価値は、
企業が行った生産販売活 動を通じて、 新たに獲得 した総

生産額の

う ち か ら、 他 の 企 業 よ り 購 入 し
た 財 ・ サ ー ビ ス の 費 消 額 を 差 し 引 い た 純 生 産 額 を 意 味 し て い る。

この場 合の 純生産高は生産による価値の創出高で あるが、 これを狭い意味の生産額
とする 場合

と、 広 い意味の営業収
益 （売上高） とする場 合がある。 前者を生産基準、 後 者を売上 基準とい

う が、 一般には計算の簡便化のた
め に売 上基 準をとる場合が多い。 生産性の 分析は一般の製造

会 社ばかりでなく、 商社や銀行の
生 産性 分析も行われており、 また付加 価値 計算を損

益計算と

関連づけて行う場合が多く、 こう した理由から生産高より も売上基準 が採用 されるケース
が多

く な っ て い る。

前給付原価とは他企業か ら購 入し消費された財サー ビスの原 価で あり、 原材料費、
燃料動力

費、 修繕費な ど各種の費用項 目
がふくま れるが、 前給付原価に いかなる項目を含ませる

かにっ

いては、 必ず しも統一さ れた見解
があるわけではない。 特 に減 価償却費をこれに含

めるか否か

にっいて は大きく意 見が分 かれている。 又生産基準 が採用さ れる場合は販売のた
めに費やされ

た販売費・管理費な どは前給付原価から除かれるの はいうま でもない。 （前掲 「経営分析」 ｐｐ－

１８１
，
１８２）

皿 当期利益およぴ前給付原 価の算 出

加 算法における当期利益 は次 ぎの よう にして算出される。

売上高一売上原価

売上原価＝期首原材料棚卸 し高十当期原材料仕入れ高一期 末原 材料棚卸 し高

減算法では前給付原価が 次ぎのようにして算出される。

前給付原価：期首原材 料棚 卸し高十当期原材料仕入れ高一期 末原材料棚卸し高

このように、 い ずれの場 合も原材
料棚卸 し高 は当期利益 および前給付原価の算出において重

要な位置を 占めて いる。 棚卸し高の物量把握の困 難と 貨幣単位の計算基準の選択に
よって当期

利益およ び前給付 原価は大きな影響をうける。
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ｗ 棚卸 し高の物量把 握の困難

棚卸しの物量把握は最近の完成品の 入出庫につ いてはコ ンピューターによっ て管 理す ること

が可能となり、 その正確性の保証が容易となっ たが、 原材料棚卸 しの物量把握 にお いては依然

として困難がある。 特に野積みの もの は地面 にめり 込んでいる場合もあり外見 だけ では把握 で

きな いものがあり、 航空写真を撮って積分 法を 使っ て量を測定するものもある。 ま た、 化学 製

晶の 工場 において無数にあるパイ プの中に原料 がつまっ ていると言われる場合があるが 見えな

いだ けにそん なものかと信用せざるもえない場 合もある。 大きく いえば 「棚卸 し表」 に記載さ

れて いる もの がな いとか、 逆に記載されていな いものがあるとかいうことをまず把握するこ と

が 肝 要 で あ る。

下請け企業 に無 償で支給した原材料は完成 して納入さ れるま では、 親企業の原材料であるか

ら 在 庫 に 加 え る 必 要 が あ る。 セ メ ン ト エ 場 で サ イ ロ の 底 に 残 存 し て い る セ メ ン ト は 可 能 な か ぎ

り 在 庫 に 加 え な け れ ば な ら な い。

Ｖ 棚卸 し高の価額計算

棚卸 し価額決 定のため の計算 方法に関 する評 価主義 は大別 すれば四っ となる （会計ハ ン ド

プ ッ ク 中 央 経 済 社）。

１
．
実 際 原 価 主 義

２
．
市 場 価 額 主 義

３． 予 定 価 額 主 義

４． 標 準 価 額 主 義

実 際原価主義は原価主義また は実 費主 義ともいわれるが、 材料費を実際に発生 した費用額 を

もっ て計算すべしとするもの、 即ち購入 材料 にあっては実際にと られた購入価額を もっ て計 算

し、 自家生産材料 （消費される中間製品を含 む） にあっては、 実際の製造原価また は製作原 価

を もっ て計算するもので、 購入価額に外部材 料副 費ま たは直接材料諸掛たる引取り費を加算 し

た も の を も っ て す る。

蓋 し消 費材 料の計算価額に於ける原価主義 或いは実費主義は・ 計算の確実性及 び確証性並 び

に容易性 という点からすれば大なる長所を有する けれども、 価額変動が大であって殊にそれ が

永続性を帯 びる場 合には、 真実の価値を表現 しえな い結果となり、 経営の管理統制及 び経営政

策の樹立並 びに価 額決定をなす上に於いて適正を欠く こととなり、 また実費主義によると費用

額が確定 しな ければ計算が行われず、 計算が遅延する という不便があり、 更にまた材料消費に

関する能率測定が不可 能となる。
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なお同種の材料を異なる価額で 購入 した場合、 換言すれば貯蔵及び消費材料が購入原価を異

にする数口よりなる場合、 これ
が消費単価の決定には次 ぎのような数種の方法がある。 （会計

ハ ンドブック 中央経済社）

購入□別 法

買 入順 法ま たは先入れ先出し法

買 入逆法ま たは後入れ先出し法

最高価額法

平均法

〔購入口別法〕

本法は単に 「口別法」 または 「個別法」 と もいわれ、 同 種の 商品にして仕入れ原価を異にす

る ものを実体的に区別して保蔵 し、 出庫
引き渡 しの行わ れた場合は、 そ れがいずれの口からな

さ れた商品であるかを実際に調べた上、 当該 口の 仕入 れ原 価をもって蔵だし商品の単位価額
と

す る 方 法 で あ る。

本法はすべての蔵だ し商品がそれ ぞれ実際 の仕 入れ原価をもって計算されるから、 実費計算

という建て前からすれば極めて合目 的である が、 本法を実施するには、 各仕入れ商品
を仕入れ

原価の異なる毎に□別に保蔵するか、 或 いはそれぞれ符丁または符号をっけて区別する
かの手

段を要すべく、
かかる処置 は労 費や 手数 の点からして多く の場合極めて実行困難なるべく、 殊

に仕入れ原価を異にする多 数口の多 種多 様の商品を保蔵するような場合にあって は、 たとえ完

備 した倉庫制度を 有す る経 営の場合でも実行が殆 ど不可能であり、 実際問
題と して は変色、 変

質、 腐敗性商 品の よう
な特別の場合を除き、 代替性のある一般の同種商 品

たる以 上は、 いずれ

の□の ものを 蔵出ししても同じであり、 従ってまたいずれの口
から出庫引き 渡しをす るかはそ

のときの 保蔵 状態によるであろう。

こ れを 要す るに本法は徒に労費と手数のみを要 し、 それ を償う
だけの実益 のな い方法という

べ き で あ ろ う。

〔先入れ先 だし法〕

本法は 「購人口別順法」 とも称 し、 或い は
「買 入順 法」 「原始原価法」「最古在高原価法」 と

もいわれるが、 いずれに しても本法 は、
現実 にお いてはいかなる仕入れ原価を有する商品が、

いかなる順序を持って蔵だ し販売さ れる かを 問わ ず、 帳簿上においては最初に仕入れ蔵入れ し

た古い商晶か ら、 順次に出庫引き渡 しさ れる
ものと見倣し、 特定日に仕入れた商晶が尽きるま

で、 その仕入れ原価を もって単位価 額
とするもの、 換言すれば仕入れ商品を単に計算

上におい

てのみ仕入れ口別に区分 し、 仕 入れ日付けの早い口の単価を当該口の数量が
なくなるまで、 そ

の商晶の単位価額 として採用す る方法である。

本法を採用する に当 たっ ては、 前口残高のある際に別単価の
追加仕入 れをなす 場合 に対 し・

商品元帳残高 欄の数量および単価を区別 して記入 しておくべく、 こ れがた
めには括弧そ の他の
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表示手段を用 いるか仕入れ口毎に別口座とするか或 いは残高欄を二欄以上設ける必要がある。

なお本 法を 採用 する場合に二つの間題が起きる。 先ずそ の一っ は各種の事由による仕入れ先

への返品 （仕 人れ戻し） の取扱である。 即ち仕入れ商品 を在庫品元帳に記入する前や、 記帳後

でも次 ぎの別 口の 仕入れがあってもその仕入れ原価 が同一の 場合や・ さらに又残高欄にその戻

し品の分の残高があ れぱ問題でないが、 そうでない場合の取 扱を どうするかという問題で、
か

かる場合に は蔵だ し欄 の修正金額の加減によるか、 ある いは 「棚 卸し修正勘定」 によって調整

す べ き で あ る。

次 ぎに第二の問題 は返庫即 ち一旦蔵だした商品がなん らか の事 由で得意先から戻された場合

の取扱である。 勿論こ の場 合も仕入れ原価従って蔵だ し単価 が同一であったり、 或いは返庫分

の残高があれ ば間題 はな いが （この場合には返庫分 は蔵だ し単価 により蔵だしの取り消 しを行

う） 蔵出 し単価の異な る二 □以上の商品があって しかも返庫分の 残高 がな い場合の取扱である。

これにっいて は新蔵入 れとして取り扱うべきであろう。 本法の長 所と して挙げられるところは

次 ぎ の 通 り で あ る。

１． 本法はた
とえ異なっ た価額ま たは数量をもって仕入れよう とも、 後 述す る平均原価法の

ようにその都度 いち いち 平均原価を計算 し直す必要がなく、 不 自然
な平均計算を避ける

こ と が で き る。

２
． 本
法は出庫引き渡 しが常 に早い口から行われるものと して計算する ものであるから、 在

庫商品の価額が現在 の市 場価額に比較的近い価額で評価さ れうるこ とになる。

本法の短所と して指摘せ られるところは次ぎの通りであ 孔

１． 商品の仕入れ蔵入
れ が頻 繁に行われるときは・ 残高計算が甚だ複雑 となり・ 特に同時に

出庫 引き 渡しを する 商品 に対 して異 なる 二種 以上 の単価 を適用 する こと にな るべく、

従ってこれがために計算 処理が複雑になるのは勿論のこと、 同
一条件や 状態下に同時に

仕入れ られた商品で も異なる 原価を示すような結果となる。 市場価額騰貴 による思惑買

いの行われない限り二□ 以上 にな ることは実際上余りない。

２． 仕 入 れ 商 品 は 必 ず し も・ 仕 入 れ 順 に よ り 古 い 口 か ら 蔵 出 し さ れ る と は 限 ら ず・ む し ろ そ

の引き渡 しは混合状 態より偶 然的に行われるのが普通であるか ら・ 在庫 品棚 卸しなどの

場合・ 帳簿では最近の価額 で評価してあるが・ 実物は古い商品であり、 再評 価して莫大

な評価損を生 じる可能性 があ る。

３． 本法は手数を要する割り に実 益がない。 例えば年度替わりな どで帳簿を 更新 する場合、

繰越商品をその価額で転記 しなければならないばかりでなく、 百貨店の よう に多 種多 様

の商晶を収支する場合、 いち いち その仕入れ価額別に計算するな どというこ とは到底不

可 能 で あ る。

〔後入れ先出 法〕

本法は前に述べた 「先入れ先出 法」 （買入順法） と丁度逆に、 仕入れ日付けの一 番最 近の仕
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入れ原価をもって蔵出 し商品の単位価額とする方 法で ある。 本法はアメ リカ でも最近に用いら

れるようになった方法で、 その理論 的根拠 は 「在庫晶の期 末在高は、 期首在高にその期の収支

分を加減 したものか ら成るべく、
しか して商 品の仕入れと販売 （工業の場合ならば、 原材料の

購入蔵入れと蔵出 し消費） と は、
多くの 場合大体同時的か相互的に行われる ものであるか ら、

その蔵出 し価額 （売上原価） は出来る 限りそ の時の仕入れ原価をもってすべきである。」 とい

う に あ る。

蓋 し本法は理論上か らす れば、 既 に述
べた 「先入れ先出法」 （買入 順法） や後 で述 べる 「平

均原価法」 を採用 し得 る場 合には採用 できるとはいうものの、 実際的に は価額変動の相当 大な

る可能性ある商晶の相 当量 を常 に実質的に在庫する必要ある場合に最 もその適用性を 有す る方

法であるが、 その性質 上
か ら先物売り渡し契約が盛んに行われる場合に は採用 してはいけな い

と思う。 蓋 しそのよう
な場 合には、 仕

入れと販売との間に直接の関連性を欠き勝ちとなる から

で あ る
。

な お本法 は既述 したように 本場のアメ リカ でも比較 的近年 に至って から用い られるよ うに

なった もので あり、 そ れ
だけに本法に対 して は今 もって学者たち により いろ いろの意見が発表

さ れ て お り、 問
題 は 今 後 に 残 さ れ て い る。

〔平均原価法〕

平 均原 価法というのは、 個々の仕入れ口別間の原価 の差 異を無視し、 異なる仕入れ原価の数

口の商品がある場合に、 その異なる仕入れ原価を平均 し、 これを蔵出し商品の単位価額と して

用 いるもので、 仕入れ数量の相
違を計算要素 に入 れるかどうかによって次ぎの二種に区別する。

単純平均原価法

加重平均原価法

単純平均原価法は 「単純平均法」 また は 「算術 平均原価法」 とも呼ばれ、 単純に仕入
れ各口

の単価を算術的に直接平均する方法、 即 ち仕 入れ原価の異なる毎にその単価を合計 し、 こ
れを

単純に仕入れ度数をもって 除して得 たる 平均原価を蔵出し商品の単位価額と して採用する方法

で あ る。

本法は各□の仕入れ数量 の多 寡を 無視し、 単に単価
を算術平均するだけであるか ら、 各 口の

前期繰越量およ び当期仕入 れ量 が異 なる時は、 そ
の平均は適正でない ものとなり、 従って 一般

に は 採 用 さ れ な い。

加重平均原価法 は単 に価 額のみでなく、 ウエート
と して数量を計算要素に導入 し単 価に数量

を乗 じて平均単価 を算 出す る方法で、 これが平均の算出法の差異によっ て次 ぎの 二種に区分す

る
。

移動平均価額法

平均購人原価法

① 移動 平均価額法 本法は 「移 動平 均原 価法」 「移動平均法」 とも称せられ単価の相違する
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商晶を 仕入れる毎に、 加
重平均原価を算出 し、 これを蔵出し商品の単位価額と して採用する方

法、 換 言す れ
ば、 出庫の都度、 これが出庫当時 にお ける残高価額を残高数量で除して得た平均

単価を もっ て蔵出し価額とする方法である。

加重 平均法或いは平均原価法と称する時 は、 一般 に本法を指すものである。 本法の長所と し

て 挙 げ ら れ る と こ ろ は 次 ぎ の 通 り で あ る。

引き 渡しの都度に蔵出し商品の単位価額 が算 出さ れ、 且つ 同時に商品価額が平均化されるた

め・ 仕入 れ価額 が販売原価に及ぼす影響が微弱と
な 孔

買入順法 のよ うに商品記録についていちいち別に残高 がいく らあるかを区別する必要がなく、

記 帳整 理が簡単 である。

本法 の短 所として指摘されるところ は次 ぎの通り であ 孔

本法 は同種の商品を異なる価額をもって仕入 れる 都度、 新たに加重平均単価を算出するを要

し、 従っ て蔵入れが頻繁に行われると
き は、 単価算 出に相 当に労費と手数を要する。

多く の場 合に平均単価の算出に端数を生 じ、 これ が端数計算において余り切り捨てまたは切

り上 げを行 うと、 総勘定元帳の商晶勘定 （統括勘定） と 商晶元帳 （補助元帳） との間に誤差が

大きく なるから、 誤
差を僅少なら しめるために は相当細 かに計算せねばならず （単価は少なく

と も厘単位まで算 出せね ば大 きな誤差を導 入すること にな る）、 いず れにして も端 数処 理にお

いて、 後 日こ
れが残高金額を訂正すべき必要があり、 多 種多 様の商晶を保蔵蔵出しする場合に

お いて は相 当繁 雑な手数と労費を要する。

② 平 均購 入原 価法 本法は単に 「総平均法」 と もいわれ、 或 いは 「総平均 価額 法」 「期間平

均原価 法」 な どとも呼ばれ、 一定期間の総平均原価を もって単位原価とする方法である。 即ち

一定期 間の期首 繰越量にその期間の入庫およ び出庫量を加減 して期末残高 （数量） を算出し、

同 じく期首繰越 金額 にその期間の各実際仕入れ原価 によ る入 庫金額と期首単価による出庫金額

を加減 して期 末残高 （金額） を算出 し、 後者を前者 で除 して平均単価を算出するものである。

本法 は極 端な 仕入れ原価の差異を緩和 し・ その計算処 理が簡単であるという利点を有するが・

その反面 本法は総仕入れ原価の確定を計算の前提と し・ 一定期間の商品単価 （工業の場合には

一定期 間の原材料消費額） を期末において総括 的に算 出する方法であるから、
一定期間が経過

しな ければ即 ち期末に至らなけれぱ平均単価を 確定 し得 ず、 従って出庫の都度そ
の単価を各個

商 品にっ いて算出することができないか ら、 単価決 定法
といっても本法は商品の期末棚卸し価

額 の算 定法としてのみ用いられる （工業 の場 合はいわゆる 「棚卸 し計算法」 ま たは 「逆計算

法」 を 採用 する場合のみに適用されるべく、 「継続記録法」 即ち 「恒久棚卸 し法」 の場合には

適 用 で き な い）。

〔最近仕入れ高法〕

本 法 は ア メ リ カ の ペ イ ト ン と い う 学 者 の 提 案 し た
’Ｒｅｃｅｎｔ Ｐｕｒｃｈａｓｅ Ｍｅｔｈｏｄｓ

” を 直 訳 し

たもので、 本法は商品の蔵出 し単価の計算 法で はなく、 主に期末の棚卸し計算に用いられる方
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法で、 棚卸し日を基準と して棚卸量に相
当す るだけ最近の実際仕入れ量を計算し、 その実際仕

入れ原価をもって現在量の棚卸 し価額 を決 定するものである。

〔最終価額法〕

本法は仕入れ日付けの一番最近 の仕 入れ原価をもって商晶の単位価額とするものであり、
商

品の期末棚卸し価額計算法の一種 であ る。

蓋し 「先入れ先出法」 （買入順法） によれば、 仕入れ原価の変動の 激しい場 合、 商品を実際

に蔵出し販売する当時における価額 と非常に懸隔し勝ちとなる。 さればといって時価主義 は実

際の仕入れ原価に基礎をおかな い弱点があり、 かくて、 時価または時価に最 も近い結果を示す

ところの最終の仕入れ原価を もっ て単位価額とする本法が主張されることになるのである が、

しかし本法の採用 は会計計算 の問題というよりはむしろ財政政策の問題と称すべきであろう。

〔最高価額法〕

本法は商品の単位価額 を、 その当時保蔵する
ものの仕入れ原価のうち、 最高の単価の ものを

もって計算 しようとする ものであるが、 本法の採否も最終価額法と同 じく、 会計計算の間 題と

いうよりむ しろ財政 政策 の問題であると思う。

〔売 価棚卸し法〕

売価棚卸 し法 の理 論 今日多く の小売業において、 特に百貨店のように、 その取扱 商晶
をそ

れぞれ部門別 に分類する場合においては、 商品棚卸 し額を算定するのに極め て簡便 有効
な 方法

がある。 こ れが即ち ここで説
述する 「売価棚卸 し法」 であるが、 本 法は単に 「売 価法」

とも称

し、 ま たそ れが
一般 に小売り営業に採用せられるところか ら、 別名を 「小売り棚卸 し法」 或い

は単に 「小売り 法」 とも呼ぶ。

売価棚卸 し法は、 各決算時における商品棚卸 しの計算法
と して は無論 のこ と、 特に小売 り営

業 にお ける月 別商晶棚卸し算定法と して、 短期損
益計算上 に非常 に効果 があ るのみでなく、 更

に又本 法は、 現在の値付けにて次期或いは次月にいく らの 販売総利
益をあげることが可能であ

る かを 予定することができて、 事業経営上に極
めて重要な参考 資料 を提供す るものである。

アメ リカ においては、 小売業者が税
金の払戻を要求する場合 にこ の売 価棚 卸し法を一般に用

い て い る
。

元来 この売価棚卸し法なるものは、 商品棚卸 し額の算定 法と してより は、 むしろ商品ストッ

ク を管 理統制せんがための手段と して創案せ られ たもので ある。 けだし一般の小売業にあって

は、 実 際に取り扱う商品の種類
が極めて多種多様であって、 多く の場合、 数量的表示による商

品ストック の記録を保持することは事実上極めて 至難 であり、 場合によっては殆ど不可能
なこ

と も し ば し ぱ あ る。 こ こ に お い て か、 恰 も 現 金 の 収 支 記 録 を な す 場 合 と 同 様 に、 す
べ て の 商 品

収支を一定の価値標準として売価を用いて記録計 算し、 売価をもって表示
せる恒久棚卸し或い

は継続棚 卸 しを保持す ること により、 す べての 商晶ス トッ ク
を 管理せん とする 「売 価棚卸 し

法」 が発案採用されるに至ったのである。 換言す れば、 売価棚卸
し法は、 商晶の繰越高・仕入
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れ高 および売上高を、 す
べて一様に実際の売価を もっ て表示し、 繰越高に仕入れ高を加えた額

より、 売 上高を差し引くことによって、 何 時にて
も売 価を基礎とした手持ち商品有り高を算出

する 方法である。 しか して売価による商 晶手
許有り高が判明すればある一定時における手許商

品の 原価額は、 この売価による商晶在高 に売 価
との差額を示す一定の比率を乗ずることによっ

て容易に算出することができる。 このよう に売価より 原価
額を還元する手続を 「見積もり総利

益の 除去」 と称し、 この時用いる比率を 「原 価率」 或いは
「原価乗数」 という。

しかし、 若 しも商品の最初 の値付け 一（定価付 け或い は売 価
付け）一 にその後 何等の変更が

な い と す る な ら ば、 こ の 売 価 棚 卸 し 法 の 運 用 は 極
め て 簡 単 で あ る が、 し か し 実 際 に お い て は、

市場 価額の変動・商況の変化・流行の変 遷・ 需給 の関係などその他諸種の理由によって、 最初

一旦 値付けをしても、 その最初の定価で は到 底販売
し得られないものもできようし、 またその

反対に、 最初の値付けより更に高い値段 で販売し得られる
ものも生ずるであろうか ら、 実際の

間題となると、 多くの場合、 ある程 度の 「値
上げ」 或いは 「値下げ」 が行われる。 したがって

売価棚卸 し法の運用に当たって も当 然一 切の 「値上げ」 および 「値下 げ」 を考慮にいれ、 最初

の売価の修正調節を行わな けれ ばな らな い。 かく して実際に適用すべき売価棚卸 し法は次 ぎの

ようになる。 即ちある一定 時にお ける手 許商品
の原価額は、 売価を基礎と した最初の棚卸 し額

あるいは繰越額に、 同 じく売価 によっ て
値付けられた仕入れ額を加え、 更にその後の値上 げ額

を加算したものより、 販売額およ び値下 げ額
を差し引くことにより、 売価による商晶在高を算

出 し、 こ れ に 一 定 の 原 価 率 を 乗 ず る の で
あ る。

〔評価法 としての売価棚卸し法の批判〕

これを要するに売価棚卸 し法な るものは、 一種の平均法あるいは概算法であり、 評価法と し

てはいわゆる低価主義の一 種で はあ るが、 その事業の支払い能力を判定するという見地
か らす

れば、 本法による評価
法は、 普 通の単純な原価評価法よりも更に一層合理的な方法であるとい

い得る。 なぜな らば、 理論上商 品の売価は、 商品の原価 （仕入れ原価） に販売費その他の営業

経費 を包括 し、 更にこ れに可能 の利益 を加算 して決定 すべき も、 これが 実際の 売価決定に
当

た っ て は、 出 来 得 る 限 り の 利 益 を 挙 げ る と 共 に、 ま た 一 面 過 剰 の 商 晶 ス ト ッ ク
を 避 け ん が た め、

絶えず商況の変化 或いは当該商 品の需要関係その他に注意すべき は勿論、 さ
らに又店晒 し・半

端 ・ 変 色 ・ 槌 色 ・ 減 損 ・ 腐 敗 ・ 虫 食 い ・ 鼠 害 ・ 段 損 ・ 流 行 遅 れ な ど の よ う な、 商 品 価 値 を 低 落

せ しめる諸要素を も考 慮し、 そ の商品の実質的状態に基礎を置
かね ばな らない。 しかして本 法

は、 かくの ごとき 当該 商品の実際の販売可能力を適格に反映する
ところの 実際の売 価に密接 な

関 連 を 保 っ て 計 算 せ ら れ る か ら で あ る。

〔本法採用上注意すべき諸点〕

最後に 本法を採用 するに当たって注意すべき事項を述べておこう。 既述 せるごとく、 売価棚

卸 し法は一種の平均法であるから本法は商品が高度に部 門化さ れ、 或 いは晶種別に分類され、

各部 門別 商品の総ての種類にっいて、 売価と原価との比 率が皆一 様に殆ど同一である場合に適
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用 す べ き も の で あ っ て、 も し 商 晶 が 部 門 化 せ ら れ ず、 ま た た
と え 部 門 化 せ ら れ て い て も、 各 部

門の商品にっき最初の値付け率 が各 商品によって甚だしい差異のある場合に は （各部 門はそれ

ぞれ相違して無論差支えはない が） 本法 は必 ずしも満足すべき結果を示さないであろう。 更に

原 価率を算定するに当たって は、 各 部門別にそれぞれ別個に計算す
べきであって、 全部門 或い

は全商品の平均率を絶対に用いて はな らないのである。

なお売価棚卸 し法の採用 は、 同時 にま た恒 久棚卸し記録
を保有 し得ることに もなる から、 多

く の場合、 会計期末にすべての部門 につ いての実地棚卸 し
を必ず しも必要と しなくなる。 勿論

検証手段として常に実地棚卸 しは必 須的事項であるが、 し
か し本法を採用する場 合におい ては、

会計期末に一時に全部門の実地棚卸 しを必ずしも必要とせず、 各
部門毎にその最 も都 合の 良い

時期に （普通は商晶在高が最低 限度 量に到達した場合に） それぞれ しかるべく実地棚卸 しを施

行 す れ ば よ い。

以上 「棚卸 し高の価額計算」 に付 いて長々 と 「会計ハン ドブック 太田哲三・黒沢 清・岩

田 巌・佐藤孝一編集 中央経済社 発行」 から引 用させて戴いたが、 内容は 「棚卸 し高の価額

計算の技術方法とその長所短所 につ いての記述」 であり、 これ らは一般に周知のことである。

ｗ 会計原則と税 法に認められた 「棚卸 し高の価額計算の方法」

企業会計原則 第三貸借対照表原則 五 （資産の貸 借対 照表 価額） Ａ において 「商品、 製

晶、 半製品、 原材料、 仕掛
品等 の棚卸 資産につ いては、 原則と して購入代価又は製造原価に引

取費用等の付随費用を加算 し、 これに個 別法、 先入先出法、 後人先出法、 平均原価法等の方法

を適用して算定 した取得原価を もっ て貸借対照表価額とする。」 と定められている。

っまり選択性を認めているの であ 乱

法人税 法施 行令 第 二款第 一目 たな卸 資産の 評価の 方法 第２８条 は 「法 第２９条第 １項

（たな卸 資産の売上原 価等の計算 及びその評価 の方法） の規定に よる当該事業年 度終了の時に

おいて有するたな卸資産の評価額の 計算 上選 定をすることができる評価の方法は、 次に掲
げる

方 法 と す る。」 と 定
め て い る。

（続い て） １原価法 （当該事業年度終了 の時において有するたな卸資産 （以下この条におい

て 「期末 たな 卸資産」 という。） につき 次に掲げる方法のうちいずれかの方法によってその取

得価額を産出 し、 その産出 した取得原価 をもって当該期末たな卸資産の評価額とする方法をい

つ ｏ

［イ． 個別法］ （期末
たな卸資産の全部にっいて、 そ の個々の取得価額をその取得原価とする

方 法 を い う。）

［口． 先入先 出法］ （期末
たな卸資産をその種類、 品質及 び型 （以下こ の条 にお いて 「種類等」

と い う。） の 異 な る ご と に 区 別 し・ そ の 種 類 の 同 じ も の に つ い て、 当 該 期 末 た な 卸 資 産 を 当 該
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事業年度終了 の時から最も近い時において取得 した種類等を同 じくする たな卸 資産から順次成

るものとみな し、 そ のみなされたた
な卸資産の取得価額をその取得価額 とす る方法をいう。）

［ハ．
後入先出法］ （期末たな卸 資産をそ の種類等の異なる ごとに区別 し、 そ の種類等の同じ

ものにっ いて、 ま ず当該事業年度の前事業年度終了の時にお ける種 類等
を同じく するたな卸資

産か ら成り、 次に当該事業年度開始後その開始の時に最 も近い 時において取得し
た種類等を同

じくする たな 卸資産から順次成るものとみな し （当該期末 たな 卸資産の数量が当該事業年度の

前事 業年 度終了の時において有 していた種類等を 同じくす るたな卸資産の数量に満たない場合

には、 そ の時において有
していたものとみなさ れた種類等を同じく するたな卸資産のうちその

時から最も遠い時において取得 した ものか ら順次 成るものとみなし、 そのみなされたた
な卸資

産の取得価額をその取得価額とする方法をいう。）

［二． 総平 均法］ （たな卸資産
をその種類等の異なる ごと に区別 し、 その種類等のおな じもの

にっ いて、 当該事業年度開始の 時におい て有
していた種類等を同じくするたな卸資産の取得価

額の総額と当該事業年度におい て取 得した種類等を同じく するたな卸資産の取得価額の総額と

の合計額をこれ らのたな卸 資産 の総 数量で除して計算した価額をその一単位当たりの取 得価額

と す る 方 法 を い う。）

［ホ． 移動平均法コ （た
な卸資産をその 種類 等の異なるごとに区別 し、 その種類等 の同 じもの

にっいて、 当初の 一単 位当たりの取得価額
が、 種類等を同じくするたな卸資産を再 び取 得した

場合に はその取 得の時において有する当該たな卸資産とその取得 した たな卸資産と の数量及び

取得価額を基 礎として算出した平均単価によって改定された ものとみな し、 以 後種類等を同じ

くするたな卸 資産を取得するつど同様の方法により一単位当たり の取 得価 額をそ の一単位当た

りの取 得価額とする方法をいう。）

［へ
．
単純平均法］ （たな 卸資産をその種類等の異なる ごとに 区分 し、 そ の種類等の同じもの

につ いて、 当該事業年度において取得
した種類等を同 じくす るたな卸 資産の一単位当たりの取

得価額に異なるものがある場合に はその異なる一単位当 たり の取得価額を合計し、 その合計額

をそ の異なる一単位当たりの取得価額の数で除 して 計算 した価額をその一単位当たりの取得価

額とする方法をいう。）

［ト． 最 終仕入原価法］ （
期末たな卸資産をその種類 等の 異な るごとに区別し、

その種類等の

同じものについて、 当
該事業年度終了 の時から最も近い時において取得 したものの一単位当た

りの取得価額をその一単位当 たり の取 得価 額とする方法をいう。）

［チ． 売価還元法］ （期末
たな卸資産をその 種類 等又は通常の差益の率 （たな卸資産の 通常 の

販売価額のうちに当該通常の 販売 価額 からその取得のために通常要する価額を控除 した金額 の

占める割合をいう。 以下こ
の項において同 じ。） の異

なるごとに区別し、
その種類 等又は通常

の差益の率の同 じものにつ いて、 当該事業年度終了の時における種
類等又 は通常 の差益の率を

同 じくする たな卸資 産の通常 の販売価額の総額に原価の率 （当該通常 の販売価 額の総額と当該
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事業年度 にお いて販売した当該たな卸資産の対価 の総 額との合計額のうちに当該事業年度開始

の時にお ける 当該 たな卸資産の取得価額の総額と 当該 事業年度において取得した当該たな卸資

産の 取得価額の総 額との合計額 の占める割 合をいう。） を乗じて計 算した金額をそ の取得価額

と す る 方 法 を い う。）

以上のよう に税法においても選択性を認めている。

Ｖ皿 棚卸 し高の価額計算の例

一般に企業の棚卸 し高の価額計算は税法に従って行わ れているのが通常である。 そこで以下

税法が認めて いる 方法に従って仮定の数字を用いて数種の 計算例 を示す。

仮定の入出庫を 次の とおりとする。

１ 日 入 庫 ６００ 個 単価 １２ 円

３ 日 出 庫 ３００ 個

５ 日 出 庫 １２５ 個

１２ 日 入 庫 ５００ 個 １４ 円

１４ 日 出 庫 ５０ 個

１５ 日 出 庫 ２５０ 個

１８ 日 出 庫 ３００ 個

２１ 日 入 庫 ３００ 個 １３ 円

７
，
２００ 円

７
，ＯＯＯ 円

３，９００ 円

先 入 先 出 法

日 付 入 庫

数量 単価 金額

１ ６００ １２ ７．
２００

３

５

１２ ５００ １４ ７
，
ＯＯＯ

１４

１５

出 庫

数量 単価 金額

３００ １２ ３
．
６００

１２５ １２ １
．
５００

５０ １２ ６００

１２５ １２ １
，
５００

１２５

１８ ３００

２１ ３００ １３ ３
，
９００

残 高

数量 単価 金額

６００ １２ ７．２００

３００ １２ ３．６００

１７５ １２ ２
，
１ＯＯ

１７５ １２ ２
，１Ｏ０

５００ １４ ７
．
０００

１２５ １２ １
．
５００

５００ １４ ７
，０００

５００ １４ ７
，
ＯＯＯ

１４ １
．
７５０ ３７５ １４ ５

．
２５０

１４ ４
．
２００ ７５ １４ １

．
０５０

７５ １４ １
．
０５０

３００ １３ ３
，
９００



日 付

数量

１ ６００

３

５

１２ ５００

１４

１５

１８

２１ ３００

付 加 価 値 生産 性 に お け る 棚 卸 し 高 の 重 要 性 に っ い て

入 庫

単価

１２

１４

１３

後

金額

７．２００

７
，
ＯＯＯ

３
，
９００

入

数量

３００

１２５

５０

２５０

２００

１００

先 出 法

出 庫

単価 金額

１２ ３
．
６００

１２ １，５００

１４ ７００

１４ ３
，
５００

１４ ２
．
８００

１２ １
，
２００

数量

６００

３００

１７５

１７５

５００

４５０

１７５

２００

１７５

７５

３００

７５

残 高

単価

１２

１２

１２

１２

１４

１４

１２

１４

１２

１２

１３

１２

金額

７
．
２００

３
．
６００

２
，
１００

２
，
１Ｏ０

７
，
ＯＯ０

６
．
３００

２
，
１Ｏ０

２
．
８００

２
，
１ＯＯ

９００

３．９０
０

９００

４５

移 動 平 均 価 額 法

日 付

数量

１ ６００

３

５

１２ ５００

１４

１５

１８

２１ ３００

入 庫

単価

１２

金額

７
，
２００

１４ ７，０
００

１３ ３，
９００

数量

３００

１２５

５０

２５０

３００

出 庫

単価

１２

１２

１３
．
５０

１３．５０

１３
．
５０

金額

３
．
６００

１
，
５００

６７５

３
．
３７５

４
，
０５０

数量

６００

３００

１７５

６７５

６２５

３７５

７５

３７５

残 高

単価

１２

１２

１２

１３．５０

１３．５０

１３．５０

１３．５０

１３．１Ｏ

金額

７
．
２００

３．
６００

２
，
１Ｏ０

９
，
１Ｏ０

８．
４３７

５
．
０６２

１
，
Ｏ１２

４
．９
１２

平 均 購 入 原 価 法

日 付

数量

１ ６００

３

５

１２ ５００

１４

１５

１８

２１ ３００

１
，
４００

入 庫

単価 金額 数量

１２ ７．
２００

３００

１２５

１４ ７
，
ＯＯ０

５０

２５０

３００

１３ ３
．
９００

１８
，
１ＯＯ １

，
０２５

出 庫

単価

１２

１２

１２

１２

１２

金額

３
．
６００

１
，
５００

６００

３
，
ＯＯ０

３，６００

残 高

数量 単価 金額

６００ １２ ７
，
２００

１２．３００
３７５ １５，４６ ５

，
８００

最 終 仕 入 れ 原 価 法

単 価 １３ 円 と な る。
１３ 円 × ３７５ ＝ ４

，
８７５


